
平成三十年内閣府令第二十六号

地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律施行規則

（計画の認定の申請）

第一条　地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律（以下「法」という。）第五条

第一項の規定により認定の申請をしようとする地方公共団体は、別記様式第一による申請書に次に掲げる図書を添えて、これらを内閣総

理大臣に提出しなければならない。

一　計画（法第五条第一項に規定する計画をいう。以下同じ。）の区域に含まれる行政区画を表示した図面又は縮尺、方位、目標となる

地物及び計画の区域を表示した付近見取図

二　計画の工程表及びその内容を説明した文書

三　当該認定の申請をしようとする地方公共団体が定めた都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略（まち・ひと・しごと創生法（平成

二十六年法律第百三十六号）第九条第一項に規定する都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略をいう。）又は市町村まち・ひと・し

ごと創生総合戦略（同法第十条第一項に規定する市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略をいう。）

四　当該認定の申請をしようとする地方公共団体が組織した地域における大学振興・若者雇用創出推進会議（以下この号において「会

議」という。）の規約及び当該会議における協議の概要

五　前各号に掲げるもののほか、内閣総理大臣が必要と認める事項を記載した書類

（計画の記載事項）

第二条　法第五条第二項第六号の内閣府令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　計画の名称

二　計画の目標の達成状況に係る評価に関する事項

三　法第十一条の交付金（第四条第二号及び第五条において「交付金」という。）を充てて行う事業の内容、期間及び事業費

四　計画に記載する事業の実施状況に関する客観的な指標及び評価の方法

五　計画が法第五条第六項各号に掲げる基準に適合すると認められる理由

六　前各号に掲げるもののほか、その他内閣総理大臣が必要と認める事項

（計画の変更の認定の申請）

第三条　法第六条第一項の規定により計画の変更の認定を受けようとする地方公共団体は、別記様式第二による申請書に第一条各号に掲げ

る図書のうち当該計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添えて、これらを内閣総理大臣に提出しなければならない。

（法第六条第一項の内閣府令で定める軽微な変更）

第四条　法第六条第一項の内閣府令で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。

一　地域の名称の変更又は地番の変更に伴う範囲の変更

二　交付金を充てて行う事業の期間に影響を与えない場合における計画期間の六月以内の変更

三　前二号に掲げるもののほか、計画の実施に支障がないと内閣総理大臣が認める変更

（交付金の交付の方法等）

第五条　交付金は、認定計画（法第七条第一項に規定する認定計画をいう。以下この項において同じ。）に記載されている法第五条第二項

第五号の計画期間のうち交付金を充てて当該認定計画に基づく事業を行おうとする年度ごとに、認定地方公共団体（法第七条第一項に規

定する認定地方公共団体をいう。）の申請に基づき、交付するものとする。

２　前項に定めるもののほか、交付金の交付の対象となる事業又は事務、交付金の交付の手続、交付金の経理その他の必要な事項について

は、内閣総理大臣の定めるところによる。

附　則

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日内閣府令第八二号）

（施行期日）

第一条　この府令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この府令の施行の際現にあるこの府令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この府令に

よる改正後の様式によるものとみなす。

２　この府令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
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別記様式第１（第１条関係）

別記様式第１（第１条関係）

地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する計画の認定申請書

年 月 日

内閣総理大臣 殿

地方公共団体の長の氏名

地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業
の促進に関する法律第５条第１項の規定に基づき、地域における大学振興・若者
雇用創出事業に関する計画について認定を申請します。

地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する計画

１ 計画の名称

２ 計画の区域

３ 計画の目標

４－１ 地域における大学振興・若者雇用創出事業の内容

（１）若者にとって魅力があり、地域の中核的な産業の振興に資する教育研究の活
性化を図るために、大学が行う取組に関する事項

（２）地域における中核的な産業の振興及び当該産業に関する専門的な知識を有す
る人材の育成のために、大学及び事業者が協力して行う取組に関する事項

（３）地域における事業活動の活性化その他の事業者が行う若者の雇用機会の創出
に資する取組に関する事項

４－２ 地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する地方公共団体、大学、
事業者その他の関係者相互間の連携及び協力に関する事項

４－３ その他の事業の内容

５ 計画期間

６ 計画の目標の達成状況に係る評価に関する事項

７ 法第11条の交付金を充てて行う事業の内容、期間及び事業費

８ 事業の実施状況に関する客観的な指標及び評価の方法

９ 計画が法第５条第６項各号に掲げる基準に適合すると認められる理由

10 その他必要な事項
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別記様式第２（第３条関係）

別記様式第２（第３条関係）

地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する計画の変更の認定申請書

年 月 日

内閣総理大臣 殿

地方公共団体の長の氏名

年 月 日付けで認定を受けた地域における大学振興・若者雇用創出
事業に関する計画について下記のとおり変更したいので、地域における大学の振
興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律第６
条第１項の規定に基づき、認定を申請します。

記

１ 変更事項

２ 変更の内容

注 変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載してくださ
い。
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